














































合の「危機」が進行すると L寸パラドキシカ Jレな過程が分析されるc つまり，労働組合が全労働者の代表
としての役割を期待され，それに対応する権liHをf'J号されることによって，組合員との関係が希薄になり，
組合員の求心力が失われるという事態である。
論文審査の結果の要旨ー
木論文は， フランスの団結権発展史を扱った最初の本格的研究である。この論文の特徴および研究上の
意義U:，次の諸点にあると考えられる。
第一に，伝統的な労働法学における問結権杷握に重要な修正を迫っている点である。従来の通説的理解
によれば，労働者団結に対する国家法の態度は，禁止.放1，積傾的承認の各段階を経て発展してきたが，
労働者団結は個人の自向な取引を前提とした市民法秩序を越える存πであるため，一般的な自由(結祉の
白由を含む)が承認された後にも，禁止され抑圧される必然、性があったし，逆にいえば団結を容認すると
いうことは，市民法原理の修正を意味せざるをえないとされてきたc 結社の向由と問結権を明確に区別し
た現行日本国憲法の解釈にも規定されたこうした見方に対して，木論文は，団結白由の承認がー般的結社
自由の承認に先行し，労働組合と一般の結社が基本的に同質のものとみなされてきたことを実証的に明ら
かにした。これは，従来の団結権史論を大きく修1Eするだけでなく.結社の白山と団結権を1度別する憲法
学・労働法学の解釈論にも反省を迫る意昧をもっといえよう。
第三に，木論文は，労働組合をめぐる法理念や法政策は労働組合そのものの実態に大きく規定されざる
をえないとの基本認識にたって，組合実態の実証研究に努め，それと理念・制度との関係の分析に意を用
いている点に特徴をもっ。これは，従来の法制度史的な団結権研究においては十分に.怠識されていなかっ
た視点であり， フランス労働組合の実態に関する貴重な情報を提供するにとどまらず.方法論卜も重要な
問題を提起していると考えられる。
第三に，本論文は， ミッテラン政権卜の労働組合政策と労働組合の実態を，団結権の発展過程との関係
において分析した点においても，重要な意義をもっ。現在のフランス労働組合の危機の原因に関する議論
は各方面からさかんになされているが.本論文は，それを労働組合と結社の自由の密接な関連という，歴
史分析から得られた視点を基本に据えて，危機の原因と今後の展望を解明しようとしている。この点にお
いても，本論文の独創性が見られるといえよう。
こうして，本論文は，フランス団結権の発展につき.その法的意義を明確化するにとどまらず，社会史
や労働運動史の成果も取り入れて，広い視野から分析したすぐれた研究と評価しうる。
もっとも， この論文にもいくつかの難点がないわけではなL、。本論文においても.団結をめぐる法政策
が禁止，放任.積極的承認の各段階を経て発展してきたこと自体は認められているが， このうち戦後憲法
や1968年法による積極的承認の内科が十分検討されていないために. ミッテラン政権下における労働組合
の「制度化」の意味やそれにともなう危機の進行・についての分析に論理の飛躍が感じられる。積械的承認
の意味内容については，先行研究があるために，本論文では詳論が避けられたのであろうが，この点は.
ミッテラン政権下の労働組合問題に関する著者の見解の説得力に影響を及ぼしていると考えられる。
また，本論文における判例の分析については.破接院判決と下級審判決が，また民事事件と刑事事件が
未整理のままに、H~べられるなどの問題がある。さらに，立法過程に関する分析にあたって，立法当時の議
会資料と並べて100年後にそれを論評した資料が用いられるなど，資料の扱いH'こ関して若干の不注意さ
が見られる。これらは，従来の法制史的研究が無視していた資料を新たに発掘し.あるいは新たに分析の
手がかりとして利用したという本研究のプラス面の裏に潜む問題であるが.論文の完成度という点から惜
しまれるところである。
しかしこうした右半の問題を含むとはいえ，木研究はフランス団結権史を通じて労働法学の{i.:統的珂，
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解に対しでも重要な問題を提起し従来の研究水準を大きく引き上げる論文であり，十分に博士(法学)
の授与に値するものと評価しうるO
